
決算書掲載頁　213

河内長野市地域防災計画を推進することで、災害時に対応できるような体制を構築し、災害を最小限に抑える。
災害発生時に避難に何らかの支援を要する人（避難行動要支援者）に対して、自治会、自主防災組織、民生・児童委
員、消防団など地域の方々みんなで協働して支援する。
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細事業：地域防災計画推進事業 04事業
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2

直営 平成元年度以前 災害対策基本法第42条第1項

河内長野市民特に避難行動要支援者と避難支援等関係者

法改正により、地域防災計画に地区居住者等が共同して行う地区防災計画に関すること規定する。
自然災害以外の危機事象のマニュアルや地域防災計画で個別事案での必要なマニュアル策定の取組みを進める。
地域支援者へ名簿情報を提供することで、平常時からの見守り活動及び災害時には避難支援や安否確認に活用してもらうことで、地
域防災力の向上に取り組んでいく。
地域ぐるみで避難行動要支援者を見守り・助け合う仕組みづくりを継続的に行う。
避難行動要支援者と避難支援者のマッチングに向けたコーディネート。
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河内長野市地域防災計画については、東日本大震災の教訓を生かし、国の中央防災会議の報告書や大阪府地域防災
計画を参考に、防災会議を開催し地域防災計画の修正等を進める。
避難行動要支援者支援制度については、周知・登録の啓発を広報紙や案内文、説明会を通じて継続的に行い、地域ぐ
るみで要援護者を見守り・助け合う仕組みづくりを継続的に行う。
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防災の啓発や訓練を行うことによって、防災関係機関との相互協力体制の強化を図ると共に、地域住民の防災意識の
高揚を図る。
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細事業：防災の啓発・訓練事業 06事業
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直営 平成元年度以前 災害対策基本法第５条

河内長野市民

避難所開設要員の指名によって、大規模な地震災害における速やかな指定避難所の開設を図る。
全職員への継続的、計画的な研修、訓練の実施。
庁内事業継続計画（BCP）の策定
住民への防災意識の向上のため、災害図上訓練DIG等のあらゆる手法による訓練の実施。
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防災関係機関や住民との地域防災訓練を実施する。
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細事業：地域防災計画推進事業                                

１．河内長野市地域防災計画※ 

東日本大震災や豪雨災害等の大災害を踏まえ、国の防災基本計画及び大阪府地域防災計画が修正されたことを受

け、河内長野市地域防災計画についても新たな知見に基づき、全面的に改訂を行った。 

  ※河内長野市地域防災計画･･･ 

河内長野市地域防災計画は、本市の防災活動の総合的かつ計画的な推進を図るとともに、災害から市民の 

生命・財産・生活を守り、防災行政の推進を図ることを目的として作成されたものである。 

   平成２５年度第１回河内長野市防災会議   平成２５年１０月３０日（水） 

平成２５年度第２回河内長野市防災会議   平成２６年 ２月１９日（水） 

 

２．災害時要援護者支援制度 

 平成２５年６月に災害対策基本法等が一部改正され、避難行動要支援者名簿の作成が市町村に義務付けられた。

また、同年８月に「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」が新たに策定され、本市においても、

これまでの「河内長野市災害時要援護者支援プラン」を「河内長野市避難行動要支援者支援プラン」に改定する

べく見直しを行った。 

   第４回災害時要援護者支援プラン検討委員会  平成２６年２月１３日（木） 

災害時要援護者申請者数（平成２６年３月３１日現在） １，１１５名 

 

細事業：防災の啓発・訓練事業                             

１．防災訓練 

(1) 市主催の防災訓練 

① 平成２５年１１月１０日(日) 河内長野市地域防災訓練 

場  所：市立赤峰市民広場 

参加団体：市内自治会・市内自主防災組織（３７団体）、防災関係機関 

参加者数：約６４０名 

 

② 平成２６年 １月１７日(金) 平成２５年度 庁舎防災避難訓練 

地震を想定した避難・初期消火訓練(本庁勤務のうち各室･課の１／４以上の職員参加) 

 

(2) 合同防災訓練 

平成２６年 １月１７日（金) 平成２５年度 大阪府・市町村 

合同地震･津波対策訓練（府と合同実施） 

 

２．防災対策設備 

 避難所案内看板 ９基取り替え 

・南花台小学校３基 

・滝畑ふるさと文化財の森センター２基 

・汐の宮保育園４基 

 

３．防災の啓発 

 河内長野市防災ガイドマップの修正 

 

 

 

  


